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表紙について　

でいご（梯梧）

「でいご」は春から初夏にかけて咲く赤い
花で、沖縄の県花（１９６７年に制定）として
広く知られています。ザ・ブームの代表曲『島
唄』に、「でいごの花が咲き、風を呼び、嵐が
来た」という一節があり、これは風と嵐を沖
縄戦にかけたものだといわれています。写真
は沖縄平和祈念堂を背景にしたでいごの花
です。いつまでも平和な沖縄であって欲しい
ものです。撮影／丸正印刷株式会社
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内閣府沖縄総合事務局受託事業
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景気ウォッチャー調査のコメントで振り返る平成30年

こっそりと経済セミナー⑰

 

平成30年度 第3回 理事会・評議員会の開催について

産学官交流サロン（平成30年10月、12月、平成31年1月）

活動状況（平成30年12月〜平成31年3月）／ 賛助会員募集のご案内
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働き方改革の趣旨と

経営者協会の取り組み

 金城 克也沖縄県経営者協会会長
（株式会社りゅうせき　代表取締役会長）

　働き方改革は、2016年に安倍内閣によって「一億
総活躍社会を実現するための改革」として閣議決定
され、内閣官房に「働き方改革実現推進室」が設置
されたことから始まる。
　少子高齢化・労働力不足問題並びに産業界におけ
るIT化やIoT化の進展等に対応するため、業務の効
率化を促進するとともに、併せて、長時間労働の改
善、年休取得の促進、柔軟な雇用・労働環境の整備
を図り、従業員の働き甲斐や生き甲斐の向上を図る
取り組みである。労働時間が短縮された部分につい
ては、自己啓発や体力づくり或いは家族団欒や旅行
など、心身のリフレッシュを図り、それをまた、職
場の業務改善や生産性向上に繋げていくという、経
営サイクルを循環させる取り組みでもある。
　その経営サイクルを好循環させ、個人消費の増大
につなげることにより、デフレ経済からの脱却を図　
るというのが、アベノミクスである。日本経団連や
各地域の経営者協会は、健康経営をはじめワークラ
イフバランスやダイバーシティの推進など、総合的
な取り組みを積極的に行なっている。その結果、本
県においても、ITを活用した働き方改革や人材育成
の充実、ノー残業デーの実施、福利厚生の充実など、
企業の実態に即した取り組みが図られているが、中
には、労働時間の短縮のみがゴールになってしまっ
ている企業も少なくない。本土企業のような組織力
や人材力あるいは資金的な余裕面の違いから、多種
多様な働き方改革の実現に至っていない現状もあ
る。
　本来の働き方改革のゴールは、生産性向上という
ことであり、社員の心身のリフレッシュという両輪
がバランスよく相乗効果を発揮しなければならな
い。経営トップのコミットメントも重要であるが、
近年は、働き方改革マネージャーや推進室長なり、
専属の担当者や部署を設け、各企業の経営実態に即
した取り組みも見られるようになった。

　今年の４月１日からは、働き方改革関連法が順次
施行されるが、これまで以上に「時間外労働の上限
規制」や「年次有給休暇の確実な取得」並びに「雇
用形態に関わらない公正な待遇の確保」などが求め
られることになり、企業にとっては、益々業務の効
率化や組織の活性化が問われて来る。
　特に、同一労働同一賃金法の施行により、雇用形
態や就業形態にかかわらない公正な待遇の確保が必
要とされ、不合理な待遇差を解消するための規定の
整備や、労働者への待遇に関する説明の義務化の強
化がなされることになる。パートタイム労働者や有
期労働者を雇用する企業においては、自社の雇用状
況を確認した上で、期待する仕事の内容や役割、育
成、今後の契約更新のあり方など、雇用方針を明確
にしておく必要がある。
　そこで、経営者協会では働き方改革関連法の勉強
会の実施や、働き方改革と経営者の役割等をテーマ
にしたセミナーを年に4回開催するなど、ワークラ
イフバランス、生産性向上等の展開に取り組んだ。
また、女性リーダー部会では、女性が働きやすい職
場作りに関するシンポジウムを開催し、意識調査を
実施した。
　同調査では、会員企業314社の女性社員を対象に、
1,172件の回答を得た。その中で、「長時間労働の改
善事例の共有を図りたい」、「さらなる生産性向上に
は時代にミスマッチした制度や慣習を見直すべき」
や「異業種交流の場を作りたい」など、とても貴重
な意見をいただくとともに、回答者の90％以上が「ス
テップアップを目指したい」との前向きな意思を示
した。女性活躍推進の近道は働き方改革の実現であ
るとの認識を得た。
　そのような会員企業の声もふまえ、経営者協会と
して会員企業の働きがいのある職場作り、魅力ある
職場作りのために働き方改革の推進に全力で取り組
み、社員の成長、企業の成長につなげていきたい。
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　高校を卒業してアメリカへ渡り沖縄へ帰ってきたのが 
リカ在住時に食べた赤身ステーキの肉の厚さと美味しさ 
28 歳の頃でした。米国では飲食店のマーケティングを学 
には衝撃を受け、どうせやるならそれぐらいインパクト
の ぶとともに飲食ビジネスの基本を学びましたね。それ
か あるステーキを提供したいということでやっぱりス
テー ら沖縄へ戻って、飲食店のコンサルを始めたんです
が、人 キでは、厚さ 3 センチ以上もあるステーキを提供
していま 事や、雇用形態の面で日本
とアメリカのやり方の違いに す すごく戸惑うことがあり
苦労をしましたが、なんやかんや 「やっぱりステーキ」を
スタートした最初の店舗はエア で 5 年間コンサルを続け
ることによってアメリカで学んだ コンもない、テーブル
席もないカウンター 6 席だけの屋台 以上に多くのことを
学ぶことができました。 

　屋台風ステーキハウスでした。夏は暑く、冬は寒いそ
んな環 元々、自分自身で起業するという夢があったので
コン 境でしたけど、ステーキが美味しいのはもちろんで
すが サルの仕事を続ける傍ら 37 歳で独立開業しました。
自分 1,000 円 ( 税込み ) でスースサラダライスが食べ放
題と 自身お酒を飲むのが好きでよくメにステーキを食べ
に行 いう今までにない物珍しいスタイルのステーキハウ
スと ことが多く、ステーキが大好きだったので今までと
違う いうことでお客様の SNS や口コミでお店の名前が拡
散さ スタイルのステーキハウス ( ステーキ食堂 ) を始め
たいとれていき、そこから観光客がお店を探しに来るよ
うになっ いう思いで「やっぱりステーキ」をスタートさ
せました。 て , 気が付いたら行列ができるまでのお店に
なっていま やっぱりステーキというネーミングも友人と
お酒を飲 した。 
　屋台風ステーキハウスでした。夏は暑く、冬は寒いそ
んな環 元々、自分自身で起業するという夢があったので

沖縄県は他県と比べて外食文化が根強く、人口 1 万人当たりの飲食店数も全国一位となっている (2014 年現在 )。近年で
は観光需要 も相まってステーキ店の急増が目立っている。 このような中、リーズナブルな値段設定や独自のマーケティン
グ戦略で店舗数を拡大し続けている のが「やっぱりステーキ」である。今回は「やっぱりステーキ」の創業者である株式
会社ディーズ プランニング代表取締役の義元大蔵氏に、ス テーキの魅力や飲食店の今後も踏まえて話を伺った。

県民食ステーキを
観光の目玉に

株式会社プランニング代表

丸正 太郎
沖縄県は他県と比べて外食文化が根強く、人口 1 万人当たりの飲食店数も全国一
位となっている (2014 年現在 )。近年では観光需要 も相まってステーキ店の急増
が目立っている。 このような中、リーズナブルな値段設定や独自のマーケティン
グ戦略で店舗数を拡大し続けている のが「やっぱりステーキ」である。今回は「やっ
ぱりステーキ」の創業者である株式会社ディーズ プランニング代表取締役の義元
大蔵氏に、ス テーキの魅力や飲食店の今後も踏まえて話を伺った。

○○社長の経歴を教えて下さい。

Taro Marumasa
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　平成30年12月17日㈪、那覇市のANAクラウンプラザホテル沖縄ハーバービュー において、第17回
目となる「沖縄・台湾フォーラム」を開催した。沖縄からは富川盛武副知事、台湾からは台北駐日經
濟文化代表處那覇分處呉沛晃領事部長をはじめ、多くの行政関係者や学術経験者、経済人をお招きし、

「ものづくり産業におけるAI・IoTの活用」をテーマに3つの講演を行った。
　以下に講演の概略を示す。

　ものづくり産業界において、モノのサービス化によるモノ離れと言われている
3つの現象がある。1番目は共有型経済（シェアリング・エコノミー）で車や部屋

をシェアするビジネス、2番目は”X” aas サービスと呼ばれている現象で、クラウドにあるものを使う
流れのことである。３番目は”MSPW”症候群と呼ばれている、モノが欲しいのではなく欲しいものを
作るという意味で、これらが代表的なモノ離れの兆候である。今は、AI、IoTというデジタル技術によ
り、協調フィルタリングあるいはディープラーニングといった様々なAI技術によって人々が価値を見
出しており、欲しいと思っているものに対して、ピンポイントでサービスを提供することが可能になっ
てきている。
　アナログイノベーションというのは、上がった収益・お金を次の新しい事業に投資するというスタ
イルだが、デジタルイノベーションでは預けたデータを次の新しいビジネスに投資をする。お金だけ
ではなくデータも投資をする点で本質的な違いになる。モノのメーカーとモノのサービサーで手を組
んで、モノのビジネスエコシステム（事業生態系）を作ることがこれからのものづくり産業にとって
非常に重要である。
　ビジネスエコシステムとして、バリューチェーン型、協働経済型があるが、ビジネス量、トラフィッ
ク量は協働経済型が大きく、このようなエコシステムを作るにはプラットフォームが絶対に必要であ
る。アップル、グーグル、フェイスブック、アマゾン、これらは全てプラットフォームを作って、そ
の上の大きなビジネスを展開している企業になる。ものづくり産業でも如何にしてモノをサービス化
し、そのサービスをプラットフォームの上で展開していくかが求められている。そのイネブラーは何
かというと、AI、IoTといったデジタル技術になる。
　モノへの逆風が吹いているが、AI、IoTを駆使することによって新しいビジネスあるいは今やってい
るビジネスを大きくすることが可能になる。エコシステムもいきなり全世界、地球規模で作れるわけ
ではない。まずは台湾と沖縄、こういう地域からエコシステムを作って、それを徐々に大きくしてい
くことが大切かと考える。

　本講演では、交通大学におけるスマートシティアプリケーションの試験的サー
ビスに関して講演させていただく。この試験的サービスの目標は学生にIoTを活
用できる環境を創ることであり、LTE、LoRa、WiFi、将来的には5G技術を活用

することで、環境状態のモニタリング、スマート農業、スマートドーム（効率的な寮管理）などのア
プリケーションが利用できる。

自主事業

「第17回沖縄・台湾フォーラム」の開催

講演 1：AI/IoT でモノのビジネスエコシステムを創る！

　当財団と（財）台湾経済研究院は、沖縄、台湾両地域の経済発展と共同利益の確保に寄与することを目
的に、平成12年度より経済開発、学術研究を主体とする共同研究を実施しており、その成果を「沖縄・台湾
フォーラム」において発表している。
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◆講師：公益財団法人 九州先端科学技術研究所
アドバイザー/九州大学名誉教授　村上 和彰

◆講師：国立交通大学  副学長　林 一平

講演 2：スマートシティにおける IoT の利活用について
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（文責：調査2部　玉城 大也）
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　例えば、無農薬農業のためのスマートシステムとして、携帯画
面から農業機械を遠隔でコントロールして操作することが出来る。
通常の農薬や肥料の有効期間は人体に対しても毒になるが、AI技
術や監視システムを利用して有効期間の短い有機農薬や肥料を効
率的に与えることができ、このようにして出来た「博士種的」と
いうブランドの赤ウコン粉はAIシステムによって土壌の中の酸素
までもコントロールできるので、安全で無農薬の農産物であり、
そのクルクミン含量は市販のウコン粉末の3 〜 5倍ある。
　交通大学の前には監視カメラが付いているが、この監視カメラ
にAI技術を加えてどういう人物が入ってくるか、その人物の意図までも図ることができる。学内のキャ
ンパス内にはPM2.5や温度、湿度等の環境センサーの機械が付いているところがある。このデータを
地図に連動させることで空気の汚れがわかるので、ここを避けること等ができるようになる。
　スマートホームの例では、自宅への訪問者をロボットが確認して住人に訪問者を教えることでドア
を開けるかを判断することが出来る。また学生寮にある洗濯機では、携帯電話で空いている洗濯機の
確認や洗濯完了の通知を受け、学生が洗濯機の前に着いた瞬間に動作が完了するなど、全てAI技術で
コントロールされている。交通大学には5つのキャンパスがあり、遠隔授業をしているが、カメラの画
像と音声、AI技術により、学生が緊張しているのか心理状態がどうかを教授に教えることができる。
私たちが望むのはこのようなアプリケーションのシステムが今後は台北から沖縄へ直接海底ケーブル
を通じて繋がっていくことである。台湾の中で桃園という都市は、このAI技術の応用には一番の都市
である。この桃園という都市、政府、交通大学、台湾経済研究院と沖縄の皆さまと一緒に協力してい
けたらと思う。

　ISCOで何をしようとしているのか概略を説明すると、ITがもたらすイノベー
ションを、沖縄の強み・特色産業である観光業、物流業、製造業、農業、金融な
ど各産業分野へ応用し、実証事業や事業マッチングを通じて得た新ビジネス、新

サービスの全国、全世界への展開を目指すことである。日本全体の人口が１億３千万人だが、沖縄は約
140数万、1％ぐらいの規模である。仮に成功したとして、これが日本全国に波及したとすると、100
倍のリバレッジがある。沖縄は大胆に思い切った挑戦ができる場所と考えている。
　具体的な取り組みとして7つの領域を考えている。第1分野がAI、IoTの分野である。AIの中でもディー
プラーニング、画像認識の分野でビジネスモデル、ビジネス・サービスというものを沖縄から作り出
したい。2番目にサイバーセキュリティー、3番目にツーリズムテック、旅行、IT分野でどういう風に
利用するかということだが、デジタルコンシェルジュ、IT技術あるいはAIロボットを使って色々な旅
行の相談にのり、紹介をしていくということである。4番目にフィンテックである。5番目にロボット
技術である。作業ロボットやドローンの中でも海を探査する海洋ロボット、あるいは自動運転車もそ
うだが、技術型ロボットに一体どういうものができるか実験の場所に沖縄は最適なのではないかと思
う。6番目にシェアリング・エコノミーを具体化しようと考えている。7番目に、データ・ドリブンエ
コノミー。ビッグデータを使って最適な生産活動、あるいは監視カメラを使って安全な社会を作るとか、
行政データベースから最適な行政サービスを行う、というような新しいサービスが生まれてくるので
はないかと考えている。
　日本も現在、スマート社会Society5.0日本という計画を立てて推進しているところであるが、制度、
規制、既得権益というものがあちらこちらにあって簡単に変えられないという状態である。100分の１
経済の沖縄なら、まず身軽にできるのではないかと考えて、ISCOは沖縄型Society5.0を目指す。具体
的に、この5 ヶ月間で実験あるいは実証サービスとしてキャッシュレス決済、あるいはスマート農業、
スマート観光の3つを着々と進めているところである。
　最後に台湾との話をしたい。現在、TAITRAとビジネスマッチングのイベントを展開している。２つ
目が台湾国立大学IAPSとISCOのMOUを結ぶことになっている。台湾の知識、台湾の技術を、連携を
通じて沖縄にいただき、お互いにとってメリットがあるという関係にしていきたいと思う。

講演 3：AI・IoT を活用した沖縄の産業連携の推進について ～ ISCO 設立の背景とねらい～

◆講師：一般財団法人 沖縄ITイノベーション戦略センター   理事長　中島 洋
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　平成31年1月28日（月）、那覇市の内閣府沖縄総合事務局 会議室において、「沖縄における県外企業の
長期滞在型テレワークの誘致及び導入検討調査」に係る検討委員会が開催された。本事業はジャパンイ
ンテグレーション社が受託し、事業の一部を当財団が再委託を受けて実施している。
　本調査ではこれまで、県外の事例調査、県外企業へのアンケート調査、沖縄県内での長期滞在テレワー
クの実証実験および経済効果の測定などを実施してきた。この調査結果を踏まえて、県内外のテレワーク
の関係者や有識者で構成される検討委員会を設置し、調査結果より浮き彫りになった課題に対して、活発
な議論が行われた（※委員会メンバーについては、下表参照）。
　検討委員会の総括として、名嘉座元一委員長より次のようなコメントをいただいた。
　まず、「沖縄におけるテレワーク誘致推進の可能性は高いが、検証した人数が少ないためより多くの実
証実験を行い、課題をさらに見つけて解決することが必要」、「テレワークで来ている方々、地元の企業等
の交流により、仕事に繋げて相乗効果を見出していくべき」とした。
　その上で、「仕事環境面では公共交通機関の発達も不可欠」である一方で、「沖縄らしさ、地域の付加
価値を全面に押し出し、自然と調和させる」ことの両立させることを示した。
　また、「長期滞在型テレワークの効果（生産性向上）を示すエビデンスが必要」であるとして、「例えば
実際に長期滞在型テレワークを実施に行った人とそうでない人の比較」などを提案した。

No. 氏　　名 所　　　属 役　職
1 名嘉座　元　一 ※1 沖縄国際大学 経済学部 教　　　 授

2 上　里　幸　俊 沖縄市 経済文化部 部 長

3 上　原　明　寿 ㈱ゆがふホールディングス 常 務 取 締 役

4 大　西　啓　仁 経済産業省 情報技術利用促進課 企 画 官

5 小　野　雅　春 名護市商工観光局 局 長

6 加　藤　明　子 厚生労働省 沖縄労働局 雇用環境・均等室 室 長

7 金　城　哲　成 名護市商工会 会 長

8 谷　合　　　誠 ※2 沖縄県 商工労働部 情報産業振興課 課 長

9 栩　野　　　浩 ㈱OTSサービス経営研究所 社 長

10 渡　邊　博　文 沖縄総合通信事務所 情報通信課 課 長

内閣府沖縄総合事務局受託事業

「沖縄における県外企業の長期滞在型テレワークの
誘致及び導入検討調査」検討委員会の開催

　当財団は、ジャパンインテグレーション社からの委託を受けて、近年注目を集めている長期滞在型テレワー
クの沖縄への誘致等に関する調査を実施し、その調査結果を踏まえて今後の課題や対応策などの助言をい
ただくための検討委員会を開催した。

　※1  検討委員会の委員長は、名嘉座元一氏。
　※2  谷合誠氏は欠席のため、同課誘致推進班長の高宮城邦子氏が代理出席した。

■ 検討委員会メンバー ■  

N I A C  N E W S  L E T T E R
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「平成30年度 沖縄・ハワイクリーンエネルギー協力推進事業」

久米島における海洋エネルギー教室の開催
　「沖縄・ハワイクリーンエネルギー協定」ワークプランに掲げられているエネルギー教育プログラムの沖縄へ
の導入に向け、昨年度実施したハワイでの調査結果を反映し、琉球大学のエネルギー教室の内容や、学校側の
意見を取込み「海洋エネルギー教室」を久米島町内の小学校で実施している。

　「沖縄・ハワイクリーンエネルギー協定」ワークプランに掲げられているエネルギー教育プログラムの沖縄へ
の導入に向け、昨年度実施したハワイでの調査結果を反映し、琉球大学のエネルギー教室の内容や、学校側の
意見を取込み「海洋エネルギー教室」を久米島町内の小学校で実施している。

　「沖縄・ハワイクリーンエネルギー協定」ワークプランに掲げられているエネルギー教育プログラムの沖縄へ
の導入に向け、昨年度実施したハワイでの調査結果を反映し、琉球大学のエネルギー教室の内容や、学校側の
意見を取込み「海洋エネルギー教室」を久米島町内の小学校で実施している。

　平成30年度の地方シンクタンク協議会九州・沖縄ブロック若手研究員交流会は、平成31年3月14日㈭
に福岡市内に在する研究機関、公益財団法人福岡アジア都市研究所（平成30年度幹事機関）で開催された。
参加したのは公益財団法人福岡アジア都市研究所、株式会社よかネット、公益財団法人九州経済調査協会、
株式会社ちくぎん経済研究所、NIACの5機関となった。
　会では、開会挨拶に続き行われた立命館アジア太平洋大学准教授の久保隆行氏による講演「都市・地
域のグローバル競争戦略」で観光とツーリズムの違い、インバウンドツーリズムによりグローバル競争
力を持つ地方の可能性等を学んだ後で、福岡アジア都市研究所及びNIACから研究の発表が行われた。福
岡アジア都市研究所は、地方シンクタンク協議会『論文アワード2018』で優秀賞を受賞した論文「スポー
ツコミュニティによる防災力向上に関する一考察」を発表した。論文の趣旨は、スポーツコミュニティ
の繋がりの強さが、災害時に共助の役割の一部を担えるのではないかという考察であった。
　NIACの発表は、自主研究「2030年以降を見据えた沖縄政策ビジョン研究会」の中で何度となく言及さ
れた「沖縄県内の交通渋滞」について、“客観的に現状を示すデータがあるのか”、“その原因として推察さ
れるのは何か”、“現在講じられている対策、今後求められる方策”等を調査・考察したものとなっている。
　発表内容の概略を以下に述べる。まず沖縄の交通渋滞の現状に関しては、過去の調査でも混雑時は那
覇市内の車両の速度が他の大都市圏より遅いという結果が出ていると前例を挙げた後に、GoogleMapの
交通状況機能では朝夕のラッシュ時には混雑しているエリアが広いこと（図１参照）、観光客増加の反
映か、レンタカー業者付近は長時間混雑していることを画像で見せた。また、国土交通省の自動車燃料
消費量統計年報の数値を基に、都道府県別に車両の用途、車種ごとの燃費を出すと旅客用の普通自動車、

バス、軽自動車の数値が悪いことを示し、交通渋
滞による影響の表れではないかとの示唆を行った。
次いで、交通渋滞の原因を推測するために収集し
た統計の計算から、道路面積当たりの自動車台数
が東京・大阪に次ぐレベルにあることの説明に加
え、スポーツ庁の調査で判明した（図２参照）、登
校時に児童が歩かない（自家用車での送り迎えを
する）ことも一因ではないかと考察を述べた。最
後に、自動運転技術以外での交通渋滞の対策とし
て何があるのか収集した情報及び提案をまとめて
示した（図３参照）。
　平成31年度は、NIACが地方シンクタンク協議

会九州・沖縄ブロッ
ク の 幹 事 機 関 と
なっている。シン
クタンク同士の懇
親・切磋琢磨の場
を提供すべく運営
を行っていきたい。

（文責：企画研究部　赤嶺 進也）

　NIACが加盟している地方シンクタンク協議会は、全国各ブロック別に様々な会合を開催している。3月14日
開催の九州・沖縄ブロックの若手研究員交流会では、NIAC自主研究「2030年以降を見据えた沖縄政策ビジョ
ン研究会」から、「沖縄県内の交通渋滞の現状及びその解消に向けた政策提案」について発表を行った。
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「平成30年度地方シンクタンク協議会」

九州・沖縄ブロック若手研究員交流会での研究事例発表

図１　発表資料より抜粋①

図２　発表資料より抜粋② 図３　発表資料より抜粋③

 

　平成31年1月28日（月）、那覇市の内閣府沖縄総合事務局 会議室において、「沖縄における県外企業の
長期滞在型テレワークの誘致及び導入検討調査」に係る検討委員会が開催された。本事業はジャパンイ
ンテグレーション社が受託し、事業の一部を当財団が再委託を受けて実施している。
　本調査ではこれまで、県外の事例調査、県外企業へのアンケート調査、沖縄県内での長期滞在テレワー
クの実証実験および経済効果の測定などを実施してきた。この調査結果を踏まえて、県内外のテレワーク
の関係者や有識者で構成される検討委員会を設置し、調査結果より浮き彫りになった課題に対して、活発
な議論が行われた（※委員会メンバーについては、下表参照）。
　検討委員会の総括として、名嘉座元一委員長より次のようなコメントをいただいた。
　まず、「沖縄におけるテレワーク誘致推進の可能性は高いが、検証した人数が少ないためより多くの実
証実験を行い、課題をさらに見つけて解決することが必要」、「テレワークで来ている方々、地元の企業等
の交流により、仕事に繋げて相乗効果を見出していくべき」とした。
　その上で、「仕事環境面では公共交通機関の発達も不可欠」である一方で、「沖縄らしさ、地域の付加
価値を全面に押し出し、自然と調和させる」ことの両立させることを示した。
　また、「長期滞在型テレワークの効果（生産性向上）を示すエビデンスが必要」であるとして、「例えば
実際に長期滞在型テレワークを実施に行った人とそうでない人の比較」などを提案した。

No. 氏　　名 所　　　属 役　職
1 名嘉座　元　一 ※1 沖縄国際大学 経済学部 教　　　 授

2 上　里　幸　俊 沖縄市 経済文化部 部 長

3 上　原　明　寿 ㈱ゆがふホールディングス 常 務 取 締 役

4 大　西　啓　仁 経済産業省 情報技術利用促進課 企 画 官

5 小　野　雅　春 名護市商工観光局 局 長

6 加　藤　明　子 厚生労働省 沖縄労働局 雇用環境・均等室 室 長

7 金　城　哲　成 名護市商工会 会 長

8 谷　合　　　誠 ※2 沖縄県 商工労働部 情報産業振興課 課 長

9 栩　野　　　浩 ㈱OTSサービス経営研究所 社 長

10 渡　邊　博　文 沖縄総合通信事務所 情報通信課 課 長

内閣府沖縄総合事務局受託事業

「沖縄における県外企業の長期滞在型テレワークの
誘致及び導入検討調査」検討委員会の開催

　当財団は、ジャパンインテグレーション社からの委託を受けて、近年注目を集めている長期滞在型テレワー
クの沖縄への誘致等に関する調査を実施し、その調査結果を踏まえて今後の課題や対応策などの助言をい
ただくための検討委員会を開催した。

　※1  検討委員会の委員長は、名嘉座元一氏。
　※2  谷合誠氏は欠席のため、同課誘致推進班長の高宮城邦子氏が代理出席した。

■ 検討委員会メンバー ■  

N I A C  N E W S  L E T T E R
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先端技術活用によるエネルギー基盤研究事業
　沖縄県の「先端技術活用によるエネルギー基盤研究事業補助金」を活用して、沖縄県内で展開されてい
るエネルギー関連の研究開発を効果的・効率的に推進するためのコーディネート業務を沖縄県から受託し
実施しています。

　平成29年度から沖縄県が実施している「先端技術活用によるエネルギー基盤研究事業」は、沖縄
県における知的・産業クラスターの発展・強化及びエネルギーの課題解決を図るため、先端技術を活
用したエネルギー基盤技術に関する共同研究事業を推進する共同研究体に対する補助金の交付と、共
同研究体への研究支援のためのコーディネート業務を展開しています。
　共同研究事業では、沖縄県内のエネルギー安定供給や供給源の多様化等を目指し、先端技術を新
エネルギーや再生可能エネルギー基盤技術へ活用するなど新規性の高い研究開発を沖縄県内で推進
している「沖縄県内の事業者が沖縄県内
大学等と連携した共同研究体」に対して、
補助金が交付されています。

　ＮＩＡＣは、平成29年度からコーディ
ネート業務を担い、補助金の交付申請手
続きから始まる各種事務手続き、研究開
発の実施過程等の各共同研究体の事業活
動に対する支援を展開しています。

　また、各研究開発の進捗状況等の評価を行うために、エネルギーや産業振興分野等の専門知識を有
する県内外の有識者からなる評価委員会を設置しています。過去２年度では、事業年度の中間と年度
末に、研究現場の視察も併せ評価委員会を開催しました。
　
　本年度は、平成30年度に引き続き「海水や河川水などの塩水と淡水との塩分濃度の差からエネル
ギーを電力に変換する技術である“逆電気透析（RED）発電”の実用化に向けた研究開発」や「電気自
動車と直流のマイクログリッドシステムの技術を融合し、離島・離村、発展途上国等のオフグリッド
並びにインフラ脆弱地向けに、持続･自立型の次世代電力インフラの研究」が、沖縄県内で展開され
る予定となっており、現在、本格始動に向け、準備を行っている段階です。年度半ば過ぎの本ニュー
スレターで、これら研究開発の新たな成果の報告を予定します。

沖縄県 

Ａ社 

大学 

Ｂ社 

Ｃ社 

共同研究体 

Ｄ社 

大学 

Ｅ社 

共同研究体 

Ｆ社 

大学 

Ｇ社 

Ｈ社 

共同研究体 

補助金（研究開発事業） 

コーディネート業務 

NIAC 

評価委員会 

補助金 

支援・助言 

委託 

先端技術活用によるエネルギー基盤研究事業 

現場視察の風景（左：OIST構内、右：北谷浄水場構内）

6 NIAC News Letter 2019 vol.133



―今年度社長にご就任おめでとうございます。
まずは川上社長のこれまでのご活動を、経歴を含め
てお聞かせください。   
  

空手を中学時代からやっていまして、学校は琉球大
学の機械工学科を卒業しました。学生時代にはゼミ
の研究のテーマとして溶接関係で強度の確認をやっ
ていました。拓南製鐵への入社は、拓南製鐵の浦添工
場を見学したのがきっかけです。当時は24時間フル
稼働で、今は夜か土日の操業ですが、１週間に一度し
か止まっていませんでした。

大学４年のとき、ゼミの先生を通してですが、拓南
製鐵の技術スタッフ、我々の大学の先輩から依頼があ
りまして、鉄筋の溶接部分の金属組織を見たいという
ことで、僕がエッチングして写真を撮るなど、そういう
お手伝いをしていました。入社する前からそういう関
わりがありまして、学生時代からいろいろ教えてもらっ
ていました。

入社後は、溶接とは関係のない製鋼部に配属させ
られました。スクラップを熔解して、それを鉄筋に見
合った成分に調整する部署です。そこで電気炉及び連
続鋳造設備の維持管理に関わりました。製鋼工場と
圧延工場の２つの工場がありまして、製鋼工場でスク
ラップを溶かしてビレットというものをつくり、それを
圧延工場に渡して鉄筋にしていました。

その後、拓南製鐵の開発部に配属となり、現在の
拓南製作所伸線事業部に行ったりということを経て、
平成に入ってから拓南製鐵が新工場をつくるというこ
とで、製鋼部に戻って新工場をつくるプロジェクトに
加わりました。その間、古波津社長から黒島社長に移
り、それから上間社長になって、また黒島社長になり
ました。会長はずっと創業者の古波津会長でした。

―古波津会長から学んだことは何でしょうか。

会社の社是に「拓鐵興琉（タクテツコウリュウ）」が

川
か わ

上
か み

 哲
て つ

史
ふ み

拓南商事株式会社
代表取締役社長

Kawakami Tetsufumi

PR
O

FI
LE

沖縄県下で発生する金属スクラップの資源化に取り組んでいる拓南商事株式会社。その代表取締役
社長に就任した川上哲史氏。循環型社会に向けて “ 静脈物流的な製造業 ” を提唱する川上社長に、
リサイクルについて、沖縄の製造業振興のあり方などについて伺った。

（このインタビューは 2019 年 2 月 8 日に行われたものです。）

リサイクルを念頭に入れた“静脈物流的な製造業”で、

県民の暮らし支え、県経済の発展に貢献していきたい。

昭和 57 年 3 月　琉球大学理工学部 卒業
昭和 57 年 5 月　拓南製鐵株式会社 入社
平成 12 年 6 月　拓南製鐵株式会社　製鋼部 部長 就任
平成 17 年 6 月　拓南製鐵株式会社　取締役 製鋼部長 就任
平成 23 年 6 月　拓南商事株式会社へ転籍　専務取締役 就任
平成 29 年 6 月　拓南商事株式会社　取締役副社長 就任
平成 30 年 4 月　拓南商事株式会社　代表取締役社長 就任
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あります。“鉄を拓いて琉
球を興す”という、鉄を中
心としたいろいろな製品
を作ることによって沖縄の
経済に寄与するという思い
が込められています。創業
当初からの社是で、この社
是の下に我々拓南グループ
のメンバーはそれぞれの分
野で頑張っています。沖縄
で発生するスクラップを製
品化するために、先述した
ように、１週間、木曜日以
外は２４時間操業して、当

時の生産量は大体１万6,000トンで今の能力の３分の
１ぐらいで、トラブルも多かったですが、いろんな創意
工夫をして鍛えられてきました。

当時の製鋼部長は拓伸会黒島名誉会長ですが、新
しい製鋼技術を取り入れようということで、いろんな
チャレンジをさせられました。どうしたら早めに溶解
して次の工程に出せるか、トラブルをなくすことができ
るか、資材を減らすことができるかということで、電気
で溶解するんですが、助燃バーナを使って溶解すると
か、そういうテストを任せられました。

また、当時は毎週のようにトラブルがありまして、
夜中によく呼ばれました。電気炉ですので熱を持って
いまして、耐火物とか、水冷された設備で守られてい
るのですが、水冷のホースが破れたりすると危ないの
で、それを復旧させるために朝方まで頑張って、そのま
ま昼も仕事するという状況でした。２４時間で何ロッ
トを出すかが使命でした。

電気炉は大型設備ですので、当初は本土からの技
術指導もありましたが、当時は沖縄の人たち全員で、
沖縄の人だけで運営していまして、会長から「設備は
止めるな、ちゃんとした製品をつくるために必死にや
らないといけない」とずっと聞かされていました。ＪＩ
Ｓ規格ですので、規格外は不良品になりますからね。

平成５年から拓南製鐵の製鋼担当プロジェクトチー
ムのリーダーを任され、新工場のベースづくりに取り
組みました。新工場は炉だけではなくて一から全てな
んです。スクラップを入荷して、それを電気炉に入れ
て、電気炉で溶かして成分調整する設備、それを固め
る設備、それから圧延ライン、それらを１つのメーカー
にお願いしたわけではなくて、電気炉については新日
鉄と大同の設備、成分調整する大同の設備、固める
のが三菱の設備、圧延は神戸製鋼ということで、それ
らをつなぐ役割は我々なものですから、建屋の金秀さ
ん、設備メーカーさんと調整しながらやったので大変
勉強になりました。トラブルもありましたけれど、今は
どうにか安定した操業になって、夜と日曜日だけの操

業でうまく生産ができています。

―現在は経営者、責任者としての立場になられ
て、人材育成、人の育て方についてはどのようにお考
えですか。

経営の基本はコストと効率です。安定した製品、安
定した価格のものを生産しないといけませんので、ど
うしてもコスト、効率と安全の追求という目線になら
ざるを得ません。人材育成については「創意と誠意」
という創業以来の社訓がありまして、“創意”とは新し
いことへのチャレンジです。自分のため、みんなのた
めに忍耐強く頑張っていこうという思いが込められて
います。それを我々も後輩に指導していかないといけ
ないし、それを引き継ぐ義務があります。次代を担う
若い人たちにその精神を教えていかなくてはと思って
います。リサイクル業界も環境がどんどん変わってい
ますので、それに対応できる力を身につけて、内部強
化を図っていかなくてはならないと思っています。

基本は“鉄でもって琉球を興す”です。メインは鉄で
すが、今は鉄だけの塊はほとんどなくて、自動車や家
電についても鉄以外の非鉄金属がついているし、プラ
スチックやゴムもついていますので、ほかのリサイク
ル関係とのつながりを密にしていきたいと考えていま
す。

沖縄は資源がありません。もともと鉄がないから刀
や鉄砲もなかったわけです。それで空手ができたりし
た。資源が乏しいので他所から持ってきて、その資源
を回す物流の拠点として生きてきたわけです。それが
いいかどうかは別として、古波津会長は、戦後、戦争
で残された鉄という貴重な資源が目の前にあり、これ
を有効利用して沖縄の経済に貢献しようというのが
創業のきっかけになったと語っていました。

そして現在、目の前にあるスクラップを拓南商事が
回収して、拓南製鐵がそれを製品にして新たに活用し
ようとしています。古くなった建物は必ず壊され、解体
したら鉄が出てくるわけで、それが鉄を中心としたリ
サイクルのスタートになって、グループ会社もそれに関
連していますので、これがメインになってくると思いま
す。

―スクラップの中には非鉄もある、プラスチック
もゴムもあるというお話だったんですが、今はどう
いった形でリサイクルを進めておられるのですか。

鉄や非鉄はリサイクルしやすく、同じ成分であれば
何度もリサイクルできます。しかし、プラスチックはい
ろいろな種類が混入していて難しさがあります。今、
我々がやっているのは、例えば車から出てきたプラス
チックのバンパーを、再び車の部品に使えるような、
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製品に戻すのが一番いいのではと考えて、そういう取
り組みを行っています。問題は回収で、いろんなもの
が混ざっていない単一成分のものを、目的を持ちなが
ら回収していくというのがメインになると思います。
我々は「日本鉄リサイクル工業」の会員になっていまし
て、同業者が全国にいますので、そこと情報交換をし
ながら、研究も行いながら積極的に取り組んでいきた
いなと思っています。

―沖縄はサービス業、特に第３次産業のウエイ
トが高くて製造業に弱さがあります。振興計画も実
施されていますが、なかなかステップアップできてい
ません。今後どのように製造業を振興していけばい
いのか、何かお考えがあればお聞かせください。

一企業でやるのはやはり
難しいと思います。共同体
で行ったり、沖縄県工業技
術センターあたりがもっと
力をもたないといけないと
思います。ただ何でもかん
でも作ればいいというわけ
ではありません。僕が望ん
でいるのは、観光客が多い

状態で人が多いということは要するに廃棄物がたくさ
ん出るわけですから、リサイクルを念頭に入れた“静
脈物流的な製造業”を考えてほしいと思っています。そ
れは県全体が一緒になってやっていかないと、中小企
業しかない沖縄県では情報の共有化もできないわけ
で、県が中心になって関連企業と連携をとりながら技
術研究をしていかないと難しいんじゃないかと思いま
す。

観光客を増やすのはいいことです。動脈物流はいい
んですが、静脈物流、要するに廃棄物の物流が滞るこ
とによって、最終的には観光客へも影響が出てきて県
全体に問題が出てきます。そういう問題が起こらない
うちに静脈物流の産業化を図ってもらいたいと思いま
す。

―沖縄の場合、外から物を買ってきて、そこに
どんどんお金が流れている。もう少し製造業振興を
しっかりしないと、本当の沖縄振興にはならないと思
います。これから拓南商事が、もっと力を入れていき
たいというのはどんなことですか。

買ったものは廃棄しないで、そのままなくなるのか、
多分、同じようなものが変わった状態で出てきます。
それを本土に輸送して廃棄するわけにはいかない。沖
縄で再度循環して、買う物を減らすことができると思

います。
基本は金属です。鉄は90％以上、確実にリサイクル

できるので、それを中心にやっていきたいと思います。
そのためにグループをチームとして、鉄のリサイクルを
やって県民のために安全な住宅を供給していきたい
と思っています。鉄筋コンクリート住宅は災害に強い
んです。地震についても今、高強度の鉄筋も出てきて
いますので、鉄を中心としたリサイクルをとことんやっ
て、沖縄で発生する鉄は確実に拓南製鐵で製品化
して、沖縄県民のために使ってもらおうと思っていま
す。

―異業種交流などの取り組みもなされているの
でしょうか。

今はリサイクルの課題がたくさんあって、異業種交
流まではいっていません。先ほどプラスチックの話も
ありましたが、今はガラスの廃棄物について、車から出
てくるガラスをどう商品化するかについての情報交換
を行っています。社訓にもありますように、常に新しい
ことにチャレンジしておかないと、社会環境の変化に
対応できなくなってしまいます。日ごろからチャレンジ
しておれば、失敗しても恐れない社員が育って、それ
に対応できると思います。まずはやる気を持たせるこ
とだと思います。習い事も同じで最初はできません。
まずは教えて、させてみて、違ったら、また指導して
と・・・。そういう最初のきっかけは会社のほうで作ら
ないといけないと思います。あとはどういう目線でくる
かは彼らに託しているわけです。

―最後に、県内の経済界や産業界に向けたメッ
セージをお願いいたします。

一つは先ほど話しましたように、観光客の増加に比
例して廃棄物が増えてきますから、循環型社会を徹底
的にやっていく必要があるということ。一時期、沖縄
県も“ゼロエミッション”を掲げていましたが、最近は
あまり聞かなくなっています。もう一つは、観光産業
だけではなくて製造業にも力を入れてもらいたいとい
うことです。観光が下火になっても違う産業があれば
沖縄県経済も大丈夫なわけですから、日ごろから製
造業という分野を意識しておいてもらいたいと思いま
す。

（聞き手：調査第2部）

シートベルトのリサイクル材を
利用したトートバック
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　本調査は、景気ウォッチャー（全国に2,050名、沖縄県内は50名）から現状の景気や将来の見通し
の判断を頂いている。また同時に、景気判断を補足するコメントも収集しており、コメントの中身は、
売上の前年比や客数の推移といった定量的なものから、消費者の様子のような定性的なものまで多種
多様である。本稿では、平成30年の特徴的なキーワードを基にコメントを拾い上げていく。

（文責：企画研究部　赤嶺 進也）
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景気ウォッチャー調査のコメントで振り返る平成30年
　内閣府景気ウォッチャー調査は、全国及び国内11地域の景気動向を的確かつ迅速に把握するため、
様々な業種の方 （々景気ウォッチャー）の協力を得て実施されている政府最速の月例景況調査である。
また、景気判断の補足コメントを収集しているのも本調査の特徴的な点である。

猛暑
　平成30年7月以降、太平洋高気圧とチベット高気圧が日本付近に張り出し続けたことを原因として、
東日本・西日本を中心に記録的な猛暑となった。平成30年7月23日には埼玉県熊谷市で日本歴代最高
気温の41.1℃が記録されている。

・異常な猛暑のために、ドリンク、アイス、氷等が非常に多く売れている。また、来客数も1.5倍ぐらいに増えたため、良
くなっている。（平成30年7月調査、北関東・コンビニ）

・異常な高い気温が続いており、不要な外出を避ける客が多い。婦人服が不調である。（平成30年7月調査、近畿・百貨店）
・猛暑の影響もあり、待ち時間に耐えられずキャンセルする客が多かったにもかかわらず、お盆の時期も営業したことによ

り繁盛している。（平成30年8月調査、九州・観光名所）

相次ぐ台風の襲来
　平成30年は多くの台風に見舞われた年であった。（表１参照）
　特に9月上旬に大阪を中心に広い範囲で猛威を振るった台風21号については、景気ウォッチャー調査
でもコメントが目立ち、災害のインパクトの大きさを物語っている。

・台風の被害で車両の修理が増えた。販売は、
受注が増えたが製造の部分でやはり台風の影
響があり、納車が先送りになっている。（平
成30年9月調査、東海・乗用車販売店）

・少し気温が落ち着いたせいか、年配客の数が
少し増加した。それに伴い売上も久々に少し
良くなった。月初めの台風21号による被害
があったため、その話をするために来店する
客が多かった。個人店舗の良さが今月は出た
ように感じる。（平成30年9月調査、近畿・
一般小売店［時計］）

・９月４日の台風21号による被害が大きく、
消費マインドが冷え込み、高額品を中心に売
上が落ち込んだ。関西国際空港の連絡橋の事
故によって訪日外国人が減少し、インバウ
ンド売上も低迷している。（平成30年9月調
査、近畿・百貨店）

・夏場に台風や地震等で落ち込んでいた分かも
しれないが、ホテルパック等申込みの締切間
際でも旅行の問合せが多い。（平成30年10
月調査、沖縄・旅行代理店）

・前月の沖縄全体の入域観光客数が前年を下
回っており、台風などの影響もあったが、新
規参入企業は増えている。競争が激しく、客
の取り合いになっている。動きは弱いと感じられ
る。（平成30年10月調査、沖縄・観光型ホテル）

N I A C  N E W S  L E T T E R
トピック

表１　台風の月別接近・上陸数
※月をまたぐ場合もあるので、各月の数字の和と合計の数字は異なることがある。

出所：気象庁HP

合計11月10月9月8月7月6月5月年
日本上陸
沖縄・奄美接近
日本上陸
沖縄・奄美接近
日本上陸
沖縄・奄美接近
日本上陸
沖縄・奄美接近
日本上陸
沖縄・奄美接近
日本上陸
沖縄・奄美接近
日本上陸
沖縄・奄美接近
日本上陸
沖縄・奄美接近
日本上陸
沖縄・奄美接近
日本上陸
沖縄・奄美接近

2009

2010

2011

2012

2013

2014

2015

2016

2017

2018

1
3
2
6
3
7
2
12
2
9
4
10
4
6
6
7
4
7
5
131

1
2

1

1

4
2
2

1
1
2

1

1
3
2
2
1
2
2
1

2
1
1
2
4
1
1
2
2

1
1
3

1

5

2
1
2
1
2
4
1
1
1
2
4

1
1

2

1
1
3
2
2

1
1
3
1
4

1
1
3

1

2

2

2

1
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県経済は2011年の景気回復後、足元まで長期
にわたり拡大が続いています。今回の県内景気の
拡大は経済活動の担い手である企業部門にどの
ように影響したのでしょうか。景気動向と企業の
関係をみる有益な統計として税務統計がありま
す。国税庁のホームページの統計情報には各国
税局別でもデータが掲載されており、本県の場
合は沖縄国税事務所の法人税から県内法人の課
税状況や業種別の法人数などを知ることができ
ます。まず、法人数ですが、申告法人数は07年の
18,728社から16年は23,649社に増加し、法人
数の全国での順位も37位から27位に上昇してい
ます。法人の増加数を景気が回復に転じた11年で
区切ると、07～11年は年平均で302社の増加、11
～16年は同743社の増加で、11年以降は約2.5倍
と大幅に増えています。業種別でみると年平均の
増加数はサービス業が07～11年の177社から11
～16年は同317社、不動産業が58社から138社、
料理飲食店が31社から42社、建設業では53社
の減少から68社の増加に転じています。今回の
景気拡大で建設投資や観光客数が増加したこと
が背景にあるとみられます。また、県外企業の進

出も増加しており、県内の法人数に占める割合も
13％近くまで高まっています。

景気拡大により県内の法人税の申告件数も増
加基調で推移しています。17年度は2万5,277件
と過去最高を更新し、黒字申告の割合も40.6％
と6年連続で上昇しています。申告法人の所得金
額をみると16年度は2,517億円となっており、所
得金額の増加に伴い法人税の徴収決定済額も大
きく伸び、17年度は647億2,000万円となりまし
た。本県の法人税（徴収決定済額）の全国での順
位をみると、2000年代は30位前後で推移し、09
年はリーマンショックの影響で輸出企業の割合が
高い県などの法人税が落ち込んだことから本県の
順位が上昇しましたが、その後は再び低下してい
ます。しかし、15年度以降は本県の法人税収の伸
びが全国を上回ったことから順位が上昇し、17年
度は24位と全国で中位に位置しており、我が国の
税収にも少なからず貢献しています。さらに、個人
事業主が納める所得税が含まれる申告所得税の
伸びも全国を上回っており、17年度の申告所得税
は435億円で、全国で15位と上位グループに位置
しています。

（備考）都道府県の法人税（徴収決定済額）は、各地方国税局扱分を除く。
（資料）国税庁「都道府県別法人税（徴収決定済額）」より作成。

「税務統計からみた企業動向」

 
 

法人税（徴収決定済額）の全国順位 
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（順位）

（年度）

このコーナーでは沖縄経済に関
する各分野の経済用語や統計
データを取り上げ、こっそりと
分かりやすく解説します。

（文責：上席研究員　金城 毅）

N I A C  N E W S  L E T T E R
コ ラ ム
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（文責：総務部　仲村 加代子）

N I A C  N E W S  L E T T E R

平成30年度  第3回 理事会・評議員会の開催について
　平成30年度第3回理事会が平成31年3月20日(水)、第3回評議員会が3月28日(木）に開催され、それぞれ
審議が行われ承認されました。
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【平成30年度 第3回 理事会】
 第１号議案：2019年度 事業計画書・収支予算書（案）
  ⑴ 経済・社会に関する調査・分析　2件
  ⑵ 産業の活性化プロジェクトの発掘・推進　2件
  ⑶ 技術開発・振興等マネジメント　2件
  ⑷ 普及啓発　4件
 第2号議案：基本財産の一部処分について（案）
 第3号議案：平成30年度第3回評議員会の開催日時・場所及び議案（案）

【平成30年度 第3回 評議員会】
 第１号議案：2019年度 事業計画書・収支予算書（案）
  ⑴ 経済・社会に関する調査・分析　2件
  ⑵ 産業の活性化プロジェクトの発掘・推進　2件
  ⑶ 技術開発・振興等マネジメント　2件
  ⑷ 普及啓発　4件
 第2号議案：基本財産の一部処分について（案）
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（文責：企画研究部　赤嶺 進也）
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平成30年

10月

平成30年

12月

平成31年

1月

交流サロン
産 学 官

（平成30年10月、12月、平成31年1月）

当財団では、産学官が気軽に集まって交流する産学官交流サロンを適時
開催している。サロンでは毎回、講師を招いて20分程度の講話を頂き、
その後気軽なスタイルで懇談、交流している。平成30年10月、12月、平
成31年1月に開催されたサロンのトピックス概要を以下にご紹介する。 

次回の産学官交流サロンの案内や、過去の開催内容の概要は以下のサイトに記載されている。
https://www.niac.or.jp/katudo6.htm

日　時：平成30年10月29日（月） 18:30 ～ 20:30
場　所：（一財）南西地域産業活性化センター　大会議室
トピックス：「デジタル革命と沖縄社会・経済の変革」

日　時：平成30年12月25日(火) 18:30 ～ 20:30
場　所：（一財）南西地域産業活性化センター　大会議室
トピックス：「沖縄泡盛業界の現状と今後の展望」

日　時：平成31年1月31日(木) 18:30 ～ 20:30
場　所：（一財）南西地域産業活性化センター　大会議室
トピックス：「世界・日本・沖縄の経済動向と今後の展望」

講師 : 一般財団法人 沖縄 IT イノベーション戦略センター（ISCO）理事長

講師 : 沖縄県酒造組合 会長（瑞泉酒造 代表取締役社長）

講師 : 日本銀行 那覇支店 支店長

【概略】
　世界の潮流であるデジタル革命による影響はどのようなもの、
10月サロンは、ISCO理事長の中島氏よりご講話を頂いた。
　ビッグデータ、人口知能等の進展で世界的にも産業、生活が変
貌しようとしている今、日本政府が打ち出した社会像“Society5.0”

（サイバーとフィジカルの高度融合等）を、まずは日本の1％経済
の沖縄で、ISCOが司令塔となり実証していきたいと述べられた。

【概略】　
　沖縄の酒「泡盛」。創業100年以上の酒造所もある、伝統産業で
ある。12月サロンは、沖縄県酒造組合の佐久本会長に泡盛の現状、
今後についてお話し頂いた。
　泡盛の移出量は、「ちゅらさん」ブーム等を経た2004年をピー
クに年々減少しているが、小規模酒造所では取り組みを行う余裕
はない。そこで、酒造組合として開催した島酒フェスタが好評で
あったとのご報告であった。

【概略】　
　県内は好景気が継続している。国内も、元号改正の祝賀ムード
等の好材料がある。一方で米中貿易摩擦など世界的に不穏な動き
もある。１月サロンは、日本銀行那覇支店長の桑原氏にご講話を
頂いた。同氏は製造業指数から、今が世界景気鈍化の転換点かも
しれず、全国的にも製造業は受注減を報告する中、製造業が小さ
い沖縄はまだ好況でも、状況を注視すべきと締められた。

中島 洋 氏

佐久本 学 氏

桑原 康二 氏
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